
名目 実質 名目 実質 名目 実質

13年 -1.7 0.5 -1.5 0.1 -0.2 0.3

14年 -8.9 -7.1 -8.2 -4.9 -0.7 -2.3

15年 3.2 6.2 3.4 9.3 -0.2 -3.1

16年 3.6 4.9 4.3 5.8 -0.7 -1.0

17年 6.0 6.6 6.5 7.5 -0.5 -0.9

(表２)

（前年比、％）

需要側
推計値

供給側
推計値

需要側
推計値

供給側
推計値

平成13年 -2.02 -2.94 -2.30 -2.43 0.28 -0.64 0.41 -0.51

平成14年 -11.65 -5.41 -10.33 -9.27 -1.32 4.92 -2.38 3.86

平成15年 3.53 4.44 4.32 4.40 -0.78 0.12 -0.87 0.04

平成16年 5.09 6.92 5.38 -5.70 -0.29 1.54 10.79 12.62

平成17年 5.84 6.06 5.31 4.86 0.54 0.75 0.98 1.19

平均 0.16 1.81 0.47 -1.63 -0.31 1.34 1.79 3.44

標準偏差 6.51 5.02 6.11 5.55 0.68 1.93 4.65 4.83

注）

（１）

（２）

民間企業設備の確報とQEの乖離（表１）には、QEにおける需要側、供給側
推計値がどのように影響しているのか。

民間企業設備の需要側推計値、供給側推計値と確報値（コモ値）の動きを
比較すると、需要側推計値が確報値（コモ値）との乖離幅を拡大させてい
るわけではない。

(実質値の直前QEは固定基準方式、
確報値は連鎖方式）

（基準改定）

各項目－コモ値(a)

民間企業設備の需要側、供給側及び暦年コモ値の動き
資料３

（検討の観点）

（基準改定再推計）

（表１）　民間企業設備の各年確報値と確報公表直前のQE値（暦年値）の比較

確報値
直前（7-9月期１

次）QE値
差（確報-QE)

各項目－コモ値(b)

（結果）

需要側及び供給側の計数は、当該年確報直前の７～９月期１次ＱＥ時の値。
コモ値は、確報公表時の値。

コモ値(a)は前年確々報値に対する当年確報値の伸び率、コモ値(b)は前年確報値に対する当年
確報値の伸び率。
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